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報告の構成
1. 国の概要

1) 13年後のベトナム?
2) ヤンゴンとデルタ、マンダレーと中央乾燥地帯

2. 動き出す経済

1) 対外貿易の拡大：天然ガス輸出と国境貿易

2) エネルギー開発への外国投資

3) 生産拠点

4) インド洋へのアクセス

3. 経済成長の機会と挑戦

1) 資源の呪い

2) 中国の台頭

3) 経済統合

4.日本の対ミャンマー政策



ミャンマーの位置：大メコン圏（ＧＭＳ）のひとつ

出所：ADBのHP

中国雲南省
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人口、面積、経済規模、所得水準

• 人口はタイとほぼ同じ規模（本当か？）、面積は東南アジア大陸部で 大
（ベトナムの倍）、名目GDPはベトナムの4割、タイの15%程度。

• 年7%成長を続けた場合、13年で現在のベトナムの経済規模に、30年で現
在のタイの経済規模に達する。

• 天然資源（天然ガス、翡翠・宝石、木材、鉱物、農作物、水産物等）が豊
富。

ミャンマーと周辺国の規模

人口 面積 名目GDP １人当たり
ＧＤＰ

（実数値） 6119万人 677千Km2 430億ドル 702ドル

（=1.0） 1.0 1.0 1.0 1.0
ベトナム 1.4 0.5 2.4 1.7
タイ 1.0 0.8 7.4 7.1
カンボジア 0.2 0.3 0.3 1.2
ラオス 0.1 0.4 0.1 1.4
（出所）IMF、国連統計等。

ミャンマー



所得水準は低い，しかし成長率は高い･･･(?)
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• ベトナムとの格差は
拡大（1990年時に
▲30ドル→2010年に
▲470ドル。

• しかし，伸び率は高
い（約10倍）。とくに，
2000年代の伸びはベ
トナムを凌駕(？)。

• 但し，これには2つの
留意点あり。
①1999年度以降の
政府発表GDPの過
大評価（2桁成長）。
②2007年以降の現

地通貨チャットの増
価によるドル・ベー
スでの上昇。
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（出所）IMF, World Economic Outlook Database, April 2011.
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(出所）
MIMUの
HPより。

行政区分

7地域
（ビルマ族中心）

7州
（少数民族中心）



(出所）
MIMUの
HPより。

人口の分布
• 7地域の人口密度

が高く，7州のそれ
は低い。

• 第1の都市は下ビ

ルマのヤンゴン，
第2の都市は上ビ

ルマのマンダレー。
首都はネピドー。

• 人口が稠密地域は

①エーヤワディ・デ
ルタ及びヤンゴン
周辺

②中央乾燥地帯及
びマンダレー周
辺

③北部ラカイン州
の3地域。
• 産業集積は第1に

ヤンゴン、第2にマ
ンダレー。
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動き出す経済とビジネス・チャンス
新政権下で経済改革が進む以前から，ミャンマー経済にはい
くつかの成長分野が登場。しかし，誰にとっての成長分野か、
ビジネス・チャンスかが重要。

① 資源開発（天然ガス，電力，鉱物）→パイプライン，送電
線，陸路で中国，タイへ輸送＝近隣諸国にとって重要。

② 労働集約産業（衣類，靴）＝「China+1」の生産拠点→日
本，韓国にとって重要。

③ 建設・不動産→公共投資，政府資産（土地・建物）の売却，
土地バブル（?）の発生＝大手ゼネコン，政商にとって重
要。

④ 消費財，耐久消費財（自動車，家電等）＝一部の富裕層
にとって重要。

しかし，ミャンマー経済の中心である「農業部門」の成長は鈍
い＝多くの国民にとって重要。



• 21世紀に入り、天然ガス輸出の本格化により輸出拡大。

• 2003年には米国の経済制裁により 大仕向地を失うが、その後も輸出は好調に推移。
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対外貿易の拡大（１）
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• 但し、2010年には輸入が大幅に増加。IMFのDOTによれば再び貿易赤字に転落。し
かし、ミャンマー中央統計局の数字では貿易黒字。
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対外貿易の拡大（２）
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• ミャンマーの輸出額は、2000年から2008年にかけて3.3倍（2009年に
は2.8倍に減少）。

• ２１世紀に入り、タイ向け天然ガスの本格化。2008年に31億ドル超。
2009年は26億ドル弱。2013年からはシュエ・ガス田から中国への輸
出が開始予定。

• アメリカ向け衣料品の輸出は、2003年7月の経済制裁で停止。

① 輸出の拡大

ミャンマーの輸出

1 シンガポール 14.3% アフリカ 19.7% アフリカ 14.3% シンガポール 16.0% アメリカ 22.4% タイ 45.8%

2 アフリカ 10.6%シンガポール 9.7% タイ 12.0% インド 12.2% タイ 11.8% インド 12.8%

3 日本 9.9% 香港 9.1%シンガポール 11.3% 中国 11.3% アフリカ 8.6% 中国 10.6%

4 インドネシア 9.5% 日本 8.4% インド 10.8% アフリカ 9.3% インド 8.2% アフリカ 6.4%

5 香港 7.6%インドネシア 7.0% 中国 8.1% インドネシア 8.0% 中国 5.7% 日本 5.6%

(Source) IMF, Direction of Trade .

1980 1988 1990 1995 2000 2009



天然ガス開発・輸出

• ラカイン州沖のシュエー・
ガス田から天然ガスをパ
イプラインで輸入（2011年

時点で中国の天然ガス消
費の2割は輸入）。

• 同時に，原油パイプライ
ンを敷設。中東・アフリカ
原油の新たな調達ルー
ト。
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ガス田 埋蔵量（tcf）

Yadana / Yetagun 9.7

Shwe A1 10-14

(Source) Shwe Gas Movement, 2006. 
（出所）JOGMEC坂本茂樹氏作成
（2008年6月27日）、HPより。



中国の原油・ガス パイプラインプロジェクト
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• 中国の国有石油大手、中国石油天然ガス集団（CNPC）は2010年6月4
日、ミャンマーから中国に原油と天然ガスを輸送するパイプラインの建
設に正式着工したと発表。着工式は同3日、中国の温家宝首相とミャ

ンマーのテインセイン首相立ち会いの下、ミャンマーの首都ネピドーで
行われた。

（写真はNew Light Myanmar, 2011年6月4日より）
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• ミャンマーの輸入額は、2000年から2009年にかけて3.3倍。

• 輸入物資の供給先として、日本に代わって、中国が台頭。

• 中国、タイ、シンガポール、マレーシアの４ヵ国で約８割。

② 輸入の拡大

ミャンマーの輸入

1 日本 43.7% 日本 39.0% 中国 20.6%シンガポール 29.9% タイ 18.3% 中国 36.7%

2 イギリス 8.8% イギリス 9.1%シンガポール 17.9% 中国 29.0% 中国 18.0% タイ 24.8%

3 ドイツ 7.4% ドイツ 6.7% 日本 16.6% マレーシア 10.8% シンガポール 15.8%シンガポール 14.3%

4 シンガポール 6.1% アメリカ 6.0% ドイツ 4.8% 日本 7.4% 韓国 10.5% マレーシア 3.6%

5 アメリカ 5.0%シンガポール 5.8% マレーシア 4.7% 韓国 4.1% マレーシア 8.4% 韓国 3.4%

(Source) IMF, Direction of Trade.

1980 1988 1990 1995 2000 2009



国境貿易・国境地域の治安
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• 中緬国境貿易は1988年に

公式に開始（＝対外開放政
策）。国境貿易が可能と
なったのは「治安」の回復に
よる。

• 1986-87年に国軍がビルマ

共産党に攻勢。国境貿易
ルートを奪還。1989年4月，

ビルマ共産党が分裂。国軍
と停戦合意。ワ州連合軍，
ミャンマー民族民主同盟軍
（コーカン），民族民主連盟
軍（シャン，モンラーG），カ

チン新民主軍（カチン）等に
「特区」設置→「特区」は国
境貿易を阻害。



国境貿易・国境地域の治安

• 中緬は約2200㌔の国境を接する
が，1960年に国境確定しており，両
国間に国境問題なし。

• 雲南省にとってミャンマーは 大の
貿易相手国。ミャンマーにとっても
中緬国境貿易は経済の大動脈。

• 援蒋ルートの復活。ＧＭＳプログラ
ムのＲ４ルート。

• Asia Worldによるマンダレーとムセ
（瑞麗）を結ぶ460 キロの道路の拡
幅・舗装が1998年に完成。

• 輸送日数の短縮：数日～１週間
→12～16時間

• 国境貿易の隆盛は、国境地域およ
び貿易ルートの治安回復による。

Map 1: Areas under Control of Ceasefire Groups and New “Burma Road” 

(Source) Tom Kramer, ”Neither War Nor Peace: The Future of the Cease-Fire 
Agreements in Burma” (Transnational Institute, Amsterdam, July 2009, 
http://www.tni.org/report/neither-war-nor-peace, accessed on 28 August, 2009). 
The author added the route of new “Burma Road”. 

New “Burma Road” 
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マンダレー＝ムセ道路



ムセ105マイル（輸出ゲート）



外国投資①
•2010年度以降，中国（香港）、タイ、韓国からの大型投資が相次ぐ。 2009年度
までの累計額（20年間）を超える外国投資（1.5倍）が認可。

•2010年度は「中国投資元年」。

19



外国投資②

• 2010年度以降の中国（香港）・タイ・韓国企業による投資は，資源
開発（天然ガス、水力電力、鉱業）へ。

20



水力発電ダム
• ミャンマー領内に水力発電ダムを建設。電気を送電線で中国へ輸出。シュウェリー水

力発電No.1完成（中国へ80％，国内で20%の電力を使用）。No.2を建設中。

• タペイン水力発電ダム（中国大唐集団公司）はカチン独立軍（KIA）と国軍の戦闘で建
設中断。ミッソン水力発電ダム（中国電力投資集団）は，2011年9月30日にテインセイ
ン大統領が建設凍結を宣言。中国電力投資集団は他に6つの水力発電ダムの建設
を計画。

21(Source) Irrawaddy, Sept. 3, 2011.

「我々は国民に選ばれた
政府であり，国民の意思
を尊重するのは当然であ
る。我々は国民の懸念・
心配に対して，真剣に措
置をする責任を有してい
る。それゆえ，ミッソンダ
ムの建設は，我々が政
権にいる間は，これを凍
結する（Thein Sein大統領

の議会へのメッセージよ
り抜粋，2011年9月30
日）。



• 1990年代央より、欧米市場で成長。2000年には 大輸出品に。
• 2003年の米国経済制裁により、大打撃。労働者８万人（全労働者の約半分）が失業。
• 近年、日本向けで回復。しかし、まだ低水準。

22

生産拠点①
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（出所） UN Comtrade及びWorld Trade Atlas。

ミャンマーの衣料品輸出

国連貿易統計

22ヵ国輸入統計

（100万ドル）

アメリカ経済制裁

日本向け増加



生産拠点②
• 2003年の米国の経済制裁で 大市場を喪失。

• 現在，ミャンマー縫製業にとって日本は 大輸出市場。2009年，2010
年には4割近くのシェアを占める。

23



生産拠点③
• アジア低開発国の中では、ミャンマーは対日輸出が大きい。これには

欧米諸国の経済制裁の影響もある。現時点では，アメリカの経済制
裁は解除されていない。引き続き，日本向けが伸びる。

• 日本の衣料輸入において，ミャンマーは第7位。 近5年間で3.5倍の
伸び。それでも，シェアは1％以下であり，成長の余地が大きい。

24



生産拠点④
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•チャットの対ドル実質為替レートの増価→ドル建
賃金の上昇

ミャンマー縫製労働者の賃金（概数）

賃金 物価 為替レート

チャット／月 (2004=1) チャット 上昇率 チャット／ドル ドル／月 上昇率

2004年 17,800 1.0 17,800 － 1000 18

70,000 26,761 50.3% 700 100 5.6倍

60,000 22,938 28.9% 800 75 4.2倍

（出所）筆者計算。

2.62011年

実質賃金 賃金



West Link of MEIC

Yunnan

Chennai

Ho Chi Minh

Bangkok

Mandalay
Kolkata

Yangon

Dawei

Kyaukphyu

New Stilwell Road

Kaladan River Route

インド洋へのアクセス

NEI

Sittwe

Kyaukphy-Kunming Corridor

East West Economic Corridor

• タイ、中国、インドからのアプ
ローチ。

• タイは南部経済回廊（ホーチ
ミン＝プノンペン＝バンコク）
からダウェー経由でインド洋
へ。

• 中国はチャウピューからミャ
ンマーを横断して、雲南省ま
でガス・原油のパイプライン
を敷設。チャウピューに原油
タンカー用の深海港を建設。
道路・鉄道も敷設予定。

• インドは北東インドとコルカタ
を結ぶため、カラダン川開発
プロジェクトを推進。シット
ウェーに港を建設中。



DAWEI 
PROJECT

BANGKOK
THAILAND

71 KM

KANCHANABURI
กาญจนบุรี

110 KM

350 KM

160 KM
BANGYAI

บางใหญ

ダウェイ深海港・経済特区・経済回廊 建設計画



TRANSTRANS--BORDER CORRIDORBORDER CORRIDOR



チャウピュー深海港
・ 陸封地形の雲南省にとって，ミャンマーをランドブリッジとしてインド洋へ出ることは交

易ルートの確保として重要。雲南省国境町の瑞麗とラカイン州のチャウピューを結ぶ
道路・鉄道，およびチャウピューに深海港の建設する計画。また，イラワディ川のバ
モーに港を建設し，イラワジ川を航行してヤンゴン港，ティラワ港へ出る内航開発等を
提案。タニンターリーのダウェイ深海港にも関心。

・ 中国が太平洋とインド洋の両方にアクセスをもつtwo-ocean戦略。

29（出所） 筆者撮影（2011年8月12日）。



カラダン川開発プロジェクト



YangonYangon
PortPort

ティラワ経済特区（計画）
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名目為替レートの推移（チャット／ドル）

32（出所）小島英太郎氏（ＪＥＴＲＯ）の発表資料（2012年3月）。

• 2007年以降，名目・実質為替レートがともに増価。実質為替レートは3倍に。
• ドル・ベースでの産品や賃金の上昇→農作物，衣料品などの輸出競争力の

低下→輸出税の低減（10％→2％）＠2011年7月，8月。
• 800チャット／ドルでは輸出競争力を維持できないとの意見（産業界）。

資源の呪い オランダ病？



ミャンマーは資源国か？

33

• 「オランダ病」？→ミャンマーは本当に資源国か？
• ミャンマーの天然ガス輸出＝31億ドル@2008年（輸出総額の50％）＝一人当た

り52ドル（人口6000万人）＝中東との違い
cf. ベトナムの原油輸出＝126億ドル@2008年（輸出総額の20%）

• なぜ，「オランダ病」になるのか→資源を国内で使わずに全量輸出，経済規模
の小ささ，輸入規制（いまだにExport First Policyを維持），小さな並行為替市場
→輸入自由化を進め（民間企業の生産は輸入財に依存），経済発展が進め
ば，ミャンマーはエネルギー輸入国になる＝現在でも石油製品を10億ドル以
上，輸入。

表 国民一人当り石油輸出収入（ドル） 

(2010 年推定) 国土面積（万

km2） 

自国民人口

（万人） 

産油量（万

b/d） 

国民一人当り石油収

入（ドル） 

バハレーン 0.07 57 19 6,300 

オマーン 31 195 86 9,400 

サウジアラビ

ア 

215 1,870 900 10,700 

クウェート 1.78 112 260 57,400 

アラブ首長国

連邦 

8.36 100 250 63,000 

カタル 1.14 28 115 80,000 

（石油のみ） 

出所：石油収入と人口は筆者推定 

（出典）福田安志「サウジ・GCC 諸国でのアラブ激動の行方－抗議行動を生むメ

カニズムと各国の対応－」（アジ研 HP，2011 年 9 月）  

（2010年） 輸入額
タイ 328.2
中国 158.0
シンガポール 511.3
マレーシア 24.2
合計 1021.7

（単位）100万ドル。
（出所）WTA。

ミャンマーの石油製品
の輸入（主要国）



• 公共投資（政府予算は2年度連続で3割以上の伸び），政府資産（土地・建物・工場・ガ
ソリンスタンド・港など）の売却，トラック・バスの輸入自由化，味の素（グルタミン酸ナト
リウム）、シロップ、ソフトドリンク、ビスケット、ガム、ケーキ、ウエハース、缶詰食品、
即席麺などの輸入を解禁。

• 「ポンコツ車代替プロジェクト」による中古車の輸入（2011年後半～）。

• ミャンマー通信公社は携帯電話3000万台普及計画を発表。2011年度は400万台の販
売を予定。
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合計 石油製品 機械・輸送機器 鉄・鉄製品 電気製品 その他

ミャンマーの輸入

2006年度

2007年度

2008年度

2009年度

2010年度

（100万チャッ
ト）

一方で、強い輸入財への需要
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• 各国の対ミャンマー輸出は，2010年に中国が対前年比+53%，タイが+35%，シンガポールが
+30%，日本が+31%の増加。

• 中国からは機械，自動車，電気製品，繊維が，タイからは石油製品，食品，プラスチックが，シン
ガポールからは石油製品，機械，電気製品，プラスチックが，日本からは機械，自動車の輸出が
増加。

• 貿易収支は再び赤字化(?)。

中国等からの輸入が急増
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（出所） World Trade Atlas。

主要国の対ミャンマー輸出

中国

タイ

シンガポール

日本

（100万ドル）



日本の対ミャンマー政策
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① 日緬関係の再構築の機会

• 欧米の経済制裁vs.中国の関与政策の対立のなかで、日本の立ち
位置はやや曖昧であった。軍政時代を通じて影響力は低下。一方、
中国の対ミャンマー政策は，自国の戦略的利益の実現へ向けて明
確。内政不干渉を盾に、欧米の経済制裁によるビジネス機会を活
用。

• 新政権のバランス外交のおいて，日本の重要性が再浮上。

② 経済開発における真摯な協力者

• ミャンマーの中長期の，裾野の広い経済・産業発展の協力者として
の役割。

• 良好な対日感情，友好国・先進国のイメージ。国境を接しておらず，
戦略的な利害が少ない。真摯な開発パートナーになり得る。

• 技術移転、人材育成を含めた経済協力。

③ トップ外交の必要性

• ミャンマーはトップ・ダウンの意思決定。ハイレベルな対話が必要。
昨年来，ようやく実現。
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(Note) Total figures only for 1963 - 1970. Japan's ODA only for 2005. "Bilateral" excludes Japan.
(Source) Japan's Offic ial Development Assistance White Paper, various numbers.

Multilateral

Bilateral

Japan

(USD Millions)

Total ODA Received

1st Donors' Meeting at Tokyo

Military Coup in Sept. 1988

先進国ドナーの対ミャンマー援助
•2008年の日本の援助額
ミャンマー42百万ドル（円借款はなし）、カンボジア115百万ドル（内円借款4.8百万ドル）、
ラオス66百万ドル（同10百万ドル）、ベトナム619百万ドル（同518百万ドル）
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中緬関係 中国の経済協力
• 中国の対ミャンマー援助は相当に大規模。

• 中国の援助は自国の持続的な経済成長を可能とするために必要な、①資
源確保、②近隣諸国との友好関係維持を目的とする。

• 中国にとってミャンマーは重要な援助対象国＝エネルギー、インフラ、国有
企業などへ貸し付け。
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日系企業の進出はこれから・・・

（出所）各地の日本人商工会議所。

【アジア各地の日本人商工会（JCC)の会員数】

ヤンゴン プノンペン ビエンチャン ダッカ

2011年9月末 ５２ ６１ ３４ ４４
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• 1990年代央に第1
次ミャンマー・ブー
ム。

• 1997年のアジア通

貨危機、欧米の経
済制裁で、ブーム
が終焉。一部の企
業は撤退へ。その
後、減少傾向が続く。

• 2011年央以降、第2
次ミャンマー・ブー
ム。しかし、日系企
業の本格的な進出
はこれから。



優秀な女子学生、日本語人気に迫る中国語
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大学の合格ライン（2010年度）

男子 女子
医科大学 466 495
商船大学 491 490
歯科大学 455 491
薬科大学
医療技術大学
看護大学 439 460
基礎保健大学 432 455
伝統医薬大学 426
教育大学 419 454
コンピューター大学
工業技術大学 320 333
経済大学

471
456

365

316

ヤンゴン外国語大学（男女共通）

英語専攻 488
日本語専攻 471
中国語専攻 468
韓国語 454
フランス語専攻 453
ドイツ語 449
タイ語 436
ロシア語 430
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おわりに
• 軍政という霧が晴れつつあるミャンマーは，普通の後発開発途上

国になる。もちろん、低開発国であるので、インフラを含めた投資
環境にはまだまだ改善が必要である。しかし、将来的にミャンマー
がもつ潜在力が開花していく可能性が高く、ビジネス・チャンスは
大きい。

• すでにいくつかの分野で、経済は始動。資源開発，近隣諸国との
経済関係強化，労働集約産業（縫製業等）の日本・韓国向け輸出
増加，公共事業の拡大，国有資産の売却，土地価格の高騰，消
費ブーム（自動車，電気製品，携帯電話）などが顕在化。しかし，
これらの限定的な分野の動きを，裾野の広い経済・産業発展につ
なげられるかは，今後の課題。「資源の呪い」に陥らないことが重
要。

• 今後，経済改革が進むが、その際、国際社会からの人的，技術
的，資金的支援が必要。日本の役割は重要。


